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１．基本的な考え方１．基本的な考え方

持続可能持続可能持続可能持続可能なななな財政運営財政運営財政運営財政運営とととと必要必要必要必要なななな施策実現施策実現施策実現施策実現のののの両立両立両立両立

県税収入が引き続き大幅に落ち込む中、行財政運営のマネジメントサイクルの

取組を着実に進め、持続可能な財政運営を維持しつつ、直面する県政諸課題

に積極果敢に対応。

１．「地域の自立を図り、くらしやすい奈良を創る」ために、「経済活性

化」と「くらしの向上」を２本の柱として各般の政策課題に重点的に取

り組むこととし、これらを支える「効率的・効果的な基盤整備」、「協働

の推進及び市町村の支援」、「行政運営の効率化と財政の健全化」

の取組をともに推進。

（主な重点取組項目）

２．この結果、平成２２年度当初予算の規模は４，６５３億円となり、２年

連続の増加。

３．また、今後の財政負担の増加に対応するため、２年連続で財政調

整基金・県債管理基金の取り崩しを回避。

予算案予算案予算案予算案ののののポイントポイントポイントポイント

ＨＨＨＨ２２２２２２２２ 当初予算案当初予算案当初予算案当初予算案 ４４４４，，，，６５３６５３６５３６５３億円億円億円億円 （（（（対対対対２１２１２１２１年度比年度比年度比年度比 ＋＋＋＋ ３３３３３３３３億円億円億円億円 ＋＋＋＋００００．．．．７７７７％）％）％）％）

１１１１

・活力ある産業づくりの推進と企業誘致活動の強化、県内企業の活性化

・再訪につながる平城遷都1300年祭の展開、ポスト1300年観光戦略の推進

・県内消費の拡大、厳しい雇用情勢への対応

・農林業の振興

・健康づくりの推進、地域医療再生に向けた取組の推進

・施設、在宅両面からの福祉サービスの充実

・家庭、学校、地域の連携による教育の充実

・防災・危機管理の強化、犯罪及び交通事故抑止対策の推進

・くらしやすいまちづくり など



２．一般会計の予算規模２．一般会計の予算規模

平成平成平成平成２２２２２２２２年度当初予算案年度当初予算案年度当初予算案年度当初予算案 ４４４４，，，，６５３６５３６５３６５３億億億億１８１８１８１８百万円百万円百万円百万円

[ ２１年度当初予算比 ＋ ３２億８２百万円 ＋０．７％ ]

２２２２

一般会計予算規模の推移5,8055,8055,8055,805 5,4325,4325,4325,432 5,2905,2905,2905,290 4,9864,9864,9864,986 4,7904,7904,7904,790 4,6194,6194,6194,619 4,6224,6224,6224,622 4,5894,5894,5894,589 4,6204,6204,6204,620 4,6534,6534,6534,6534,5634,5634,5634,563
△2.6% △5.7% △3.9% △3.6% △0.7%0.1%

△6.4%
0.7%0.7%0.1% △0.7% 0.0%△1.8% △1.0%△1.9% △0.5%0.3%△1.1%△1.5%0.4%-2,000-1,00001,0002,0003,0004,0005,0006,0007,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H2１ H22
H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H2１ H22

補正予算本県予算規模地財計画伸び率本県予算伸び率（億円）

（６月補正後の予算額）制度融資を預託から利子補給方式に変更 公債管理特別会計の設置

H19.６月補正５９



３．歳入予算の概要３．歳入予算の概要

◆２２年度当初予算の主な一般財源（県税等、地方交付税、臨時財政

対策債等の合計）は、対２１年度比＋８２億円の増。

◆２１年度の国補正予算等により造成又は積み増しを行った各種基金

を積極的に活用したことから、繰入金は大幅に増加。

◆県債は、通常債の発行の抑制を図ったものの、地方交付税の振り

替えである臨時財政対策債が大幅に増加したことから、対２１年度

比＋３５億円の増。

３３３３

増 減 額 増 減 率
１ 県 税 100,600 114,200 ▲13,600 ▲11.9 

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 20,462 23,284 ▲2,822 ▲12.1 

３ 地 方 譲 与 税 14,050 9,618 4,432 46.1 

うち地方法人特別譲与税 12,322 7,712 4,610 59.8 

４ 地 方 特 例 交 付 金 1,600 1,300 300 23.1 

５ 地 方 交 付 税 133,800 127,700 6,100 4.8 

６ 交通安全対策特別交付金 420 420 0 0.0 

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 1,234 2,289 ▲1,055 ▲46.1 

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 6,042 8,656 ▲2,614 ▲30.2 

９ 国 庫 支 出 金 59,626 58,520 1,106 1.9 

１０ 財 産 収 入 1,721 1,959 ▲238 ▲12.2 

１１ 寄 附 金 815 532 283 53.2 

１２ 繰 入 金 20,902 9,469 11,433 120.7 

１３ 繰 越 金 500 500 0 0.0 

１４ 諸 収 入 12,401 15,957 ▲3,556 ▲22.3 

１５ 県 債 91,145 87,632 3,513 4.0 

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 60,000 46,200 13,800 29.9 

465,318 462,036 3,282 0.7 

比 較

計

区　　　　　　　分

平 成 ２ １ 年 度予 算 額平 成 ２ ２ 年 度予 算 案 （単位：百万円、％）



単位：百万円、［ ］内は２１年度当初予算額

県県県県 税税税税 等等等等

・２２年度の県税収入は、依然として厳しい状況にある景気動向を反映して、

法人県民税・法人事業税（△６，６０１、△３５．５％）や個人県民税（△４，６７８、

△８．９％）をはじめとして、ほとんどの税目で２１年度予算を下回る見込み。

・地方譲与税は、地方法人特別譲与税の平年度化（＋４，６１０）により増。

（法人県民税・法人事業税と地方法人特別譲与税の合計 △１，９９１）

県税 １００，６００［１１４，２００］ △１３，６００ △ １１．９％

地方消費税清算金 ２０，４６２［ ２３，２８４］ △ ２，８２２ △ １２．１％

地方譲与税 １４，０５０［ ９，６１８］ ＋ ４，４３２ ＋ ４６．１％

１３５１３５１３５１３５，，，，１１２１１２１１２１１２［１４７，１０２］ △△△△１１１１１１１１，，，，９９０９９０９９０９９０ △△△△８８８８．．．．２２２２％％％％

４４４４

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税＋＋＋＋

臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債 １９３１９３１９３１９３，，，，８００８００８００８００［１７３，９００］ ＋＋＋＋１９１９１９１９，，，，９００９００９００９００ ＋＋＋＋１１１１１１１１．．．．４４４４％％％％

・地方税が落ち込む中、地方交付税の原資となる国税５税が大幅に減少

するにもかかわらず、地方交付税が全国で１.１兆円増額されたこと等に

より、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税は大幅に増加。

地方交付税 １３３，８００［１２７，７００］ ＋ ６，１００ ＋ ４．８％

臨時財政対策債 ６０，０００［ ４６，２００］ ＋１３，８００ ＋ ２９．９％

使用料及使用料及使用料及使用料及びびびび手数料手数料手数料手数料

・県立高校の授業料無償化（△２，５９９）により、大幅に減少。

６６６６，，，，０４２０４２０４２０４２［ ８，６５６］ △△△△２２２２，，，，６１４６１４６１４６１４ △△△△３０３０３０３０．．．．２２２２％％％％



国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金

・県立高校の授業料無償化に伴う交付金の新設（＋２，６２４）、私立高校等就

学支援金制度のための交付金の新設（＋１，７１４）等による増。

・公共事業関係の国庫支出金の減（△３，４１２）。

５９５９５９５９，，，，６２６６２６６２６６２６［５８，５２０］ ＋１１１１，，，，１０６１０６１０６１０６ ＋＋＋＋１１１１．．．．９９９９％％％％

５５５５

単位：百万円、［ ］内は２１年度当初予算額

繰繰繰繰 入入入入 金金金金

・２１年度の国補正予算等を活用して造成又は積み増しを行った各種基金

からの繰入金を財源とした事業を積極的に展開。

（主な基金繰入金）

緊急雇用創出事業臨時特例基金（3,843）、ふるさと雇用再生特別基金（2,029）、

介護職員処遇改善等支援基金（2,432）、安心こども基金（1,799）、社会福祉施設

耐震化等促進基金（1,248）、障害者自立支援対策等臨時特例基金（1,185）、

地域医療再生基金（522）、森林整備加速化・林業再生基金（1,016）

２０２０２０２０，，，，９０２９０２９０２９０２［ ９，４６９］ ＋１１１１１１１１，，，，４３３４３３４３３４３３ ＋＋＋＋１２０１２０１２０１２０．．．．７７７７％％％％

県県県県 債債債債
９１９１９１９１，，，，１４５１４５１４５１４５［８７，６３２］ ＋＋＋＋３３３３，，，，５１３５１３５１３５１３ ＋＋＋＋４４４４．．．．００００％％％％

・臨時財政対策債（元利償還費全額が交付税措置）が、地方財政計画に

おいて大幅に増額されたことから、 本県においても増加（対２１年度比

＋１３，８００、＋２９．９％）。

・通常債（投資的経費の財源に充てる県債）については、今後の公債費

負担の軽減を図るため、発行を抑制するとともに、発行に当たっては、

極力、交付税措置がある有利な地方債を活用。

２２年度末県債残高見込み １０，６０７億円 （対21年度末比 ＋３５２億円）

うち交付税措置分 ６，０４８億円 （５７．０％）



４．歳出予算の概要４．歳出予算の概要

◆◆◆◆人件費総額人件費総額人件費総額人件費総額のののの抑制等抑制等抑制等抑制等によりによりによりにより義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費をををを抑制抑制抑制抑制。。。。（（（（対対対対２１２１２１２１年度比年度比年度比年度比△△△△１１１１．．．．００００％）％）％）％）

◆◆◆◆地方財政計画地方財政計画地方財政計画地方財政計画ではではではでは投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費がががが大幅大幅大幅大幅にににに減少減少減少減少（（（（対対対対２１２１２１２１年度比年度比年度比年度比△△△△１５１５１５１５．．．．３３３３％）％）％）％）しししし

ているているているている状況状況状況状況のののの中中中中でででで、、、、本県本県本県本県はははは対対対対２１２１２１２１年度比年度比年度比年度比△△△△４４４４．．．．４４４４％％％％としたとしたとしたとした。。。。

◆◆◆◆雇用雇用雇用雇用・・・・医療医療医療医療・・・・介護介護介護介護などなどなどなど県政諸課題県政諸課題県政諸課題県政諸課題にににに積極的積極的積極的積極的かつきめかつきめかつきめかつきめ細細細細かくかくかくかく対応対応対応対応したしたしたした

結果結果結果結果、、、、一般施策経費一般施策経費一般施策経費一般施策経費（（（（補助費補助費補助費補助費 他他他他））））はははは増加増加増加増加。。。。（（（（対対対対２１２１２１２１年度比年度比年度比年度比＋＋＋＋６６６６．．．．６６６６％）％）％）％）

６６６６

予 算 案 予 算 額 増 減 額 増 減 率167,227 170,922 ▲3,695 ▲2.2 う ち 退 職 手 当 20,672 21,212 ▲540 ▲2.5 う ち 退職 手当 以外 146,555 149,710 ▲3,155 ▲2.1 13,181 12,687 494 3.9 74,884 74,172 712 1.0 255,292 257,781 ▲2,489 ▲1.0 66,256 69,452 ▲3,196 ▲4.6 補 助 事 業 45,425 45,628 ▲203 ▲0.4 うち一般公共事業費 36,870 41,565 ▲4,695 ▲11.3 補助建設事業費 8,555 4,063 4,492 110.6 単 独 事 業 8,687 9,730 ▲1,043 ▲10.7 うち単独公共事業費 4,305 5,740 ▲1,435 ▲25.0 単独建設事業費 4,382 3,990 392 9.8 国直轄事業費負担金 10,184 12,658 ▲2,474 ▲19.5 受 託 事 業 1,960 1,436 524 36.5 1,383 1,292 91 7.0 67,639 70,744 ▲3,105 ▲4.4 16,675 14,424 2,251 15.6 2,870 3,099 ▲229 ▲7.4 108,353 101,250 7,103 7.0 う ち 県税 交付 金等 21,812 23,431 ▲1,619 ▲6.9 415 2,958 ▲2,543 ▲86.0 3,100 3,522 ▲422 ▲12.0 6,064 3,156 2,908 92.1 4,810 5,002 ▲192 ▲3.8 100 100 0 0.0 142,387 133,511 8,876 6.6 465,318 462,036 3,282 0.7 
一般施策経費 合　　　　計

区　　　　分

投資的経費

義務的経費

予 備 費一般施策経費　計
補 助 費 等出 資 金貸 付 金積 立 金
維 持 補 修 費
繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費
災 害 復 旧 事 業 費

比 較

物 件 費

扶 助 費人 件 費 平成２１年度

投資的経費　計

公 債 費義務的経費　計
平成２２年度 （単位：百万円、％）



人件費人件費人件費人件費

・職員定数の削減等により、２１年度予算に比べ減少。なお、自主的な給

与抑制措置は引き続き実施。

定数削減計画の実行 △７６人

（一般行政部門（公社・事業団含む） △７１人、水道部門△５人）

・退職手当は２１年度に比べ減少する見込みであるが、団塊の世代の退

職等により、引き続き２００億円を上回る高い水準で推移。

１６７１６７１６７１６７，，，，２２７２２７２２７２２７［１７０，９２２］ △△△△３３３３，，，，６９５６９５６９５６９５ △△△△２２２２．．．．２２２２％％％％

７７７７

単位：百万円、［ ］内は２１年度当初予算額

６６６６６６６６，，，，２５６２５６２５６２５６［６９，４５２］ △△△△３３３３，，，，１９６１９６１９６１９６ △△△△４４４４．．．．６６６６％％％％
普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費

・整備効果の高い事業や緊急性のある事業への「選択と集中」を徹底。

県民生活の安全・安心の確保（交通事故対策、浸水常襲地域対策等）、 「奈良の

今後５カ年(H21～H25)の道づくり重点戦略」に基づく広域幹線道路の整備、奈良

公園及び周辺地域の整備、飛鳥京跡苑池の整備 など

・福祉施設の耐震化など、２１年度の国補正予算等を活用して造成又は

積み増しを行った各種基金を財源とした事業を積極的に展開。

社会福祉施設の耐震化（1,248）、介護基盤の緊急整備（886）、医療施設の耐震

化（274）、緑の産業再生プロジェクト（1,000） など

退職手当退職手当退職手当退職手当 ２０２０２０２０，，，，６７２６７２６７２６７２［ ２１，２１２］ △△△△ ５４０５４０５４０５４０ △△△△２２２２．．．．５５５５％％％％退職手当以外退職手当以外退職手当以外退職手当以外 １４６１４６１４６１４６，，，，５５５５５５５５５５５５［ １４９，７１０］ △△△△３３３３，，，，１５５１５５１５５１５５ △△△△２２２２．．．．１１１１％％％％

公債費公債費公債費公債費

７４７４７４７４，，，，８８４８８４８８４８８４［７４，１７２］ ＋＋＋＋７１２７１２７１２７１２ ＋＋＋＋１１１１．．．．００００％％％％

うちうちうちうち 元金元金元金元金 ５５５５５５５５，，，，９４３９４３９４３９４３ 利子利子利子利子 １８１８１８１８，，，，９４１９４１９４１９４１

・通常債の発行を抑制してきたことにより、通常債にかかる公債費は減少す

るものの、地方交付税から振り替えられた臨時財政対策債（元利償還費

全額が交付税措置）の償還が増加することにより、公債費全体は２１年度

と比べ増加。



物件費物件費物件費物件費

・緊急雇用創出事業臨時特例基金やふるさと雇用再生特別基金を活用し、

離職を余儀なくされた非正規労働者等の雇用機会を創出するとともに、介

護、医療、農林、観光等の分野において重点的に雇用を創出。

・東アジア未来会議奈良2010、東アジア地方政府会合、ＡＰＥＣ観光大臣

会合などを実施。

１６１６１６１６，，，，６７５６７５６７５６７５［１４，４２４］ ＋＋＋＋２２２２，，，，２５１２５１２５１２５１ ＋＋＋＋１５１５１５１５．．．．６６６６％％％％

補助費等補助費等補助費等補助費等 １０８１０８１０８１０８，，，，３５３３５３３５３３５３［１０１，２５０］ ＋＋＋＋７７７７，，，，１０３１０３１０３１０３ ＋＋＋＋７７７７．．．．００００％％％％

・私立学校教育経常費補助金（６，３３５）、私立高等学校等就学支援金

（１，７１０）、平城遷都1300年祭の開催（３，０１２）、病院事業費特別会

計への補助（３，２８７）、企業立地促進補助金（９００）など、主要な政策

課題にかかる補助負担金は積極的に予算化。

・２１年度の国補正予算等を活用して造成又は積み増しを行った各種基

金を活用し、きめ細やかな対策を実施。

障害者自立支援対策の実施（１，１５４）、妊婦健康診査への支援（４５２）、介護

職員の処遇改善（２，４０８）、市町村による雇用対策の実施（２，２００） など

・国の社会保障制度に関する経費は、高齢化の進行等により引き続き増加。

（主な社会保障関係経費）

後期高齢者医療 １１，５１０［１０，８０４］ ＋７０６ ＋ ６．５％

障害者自立支援給付 ２，９７２［ ２，７５６］ ＋２１６ ＋ ７．８％

介護給付 １１，０８７［１０，８３３］ ＋２５４ ＋ ２．３％

国民健康保険 ９，８５８［ ９，３１８］ ＋５４０ ＋ ５．８％

・県税市町村交付金 ２１，８１２［２３，４３１］ △１，６１９ △ ６．９％

８８８８

単位：百万円、［ ］内は２１年度当初予算額

積立金積立金積立金積立金

・「奈良県立医科大学及び県立病院施設整備基金」への積立（３，０００）

６６６６，，，，０６４０６４０６４０６４［３，１５６］ ＋＋＋＋２２２２，，，，９０８９０８９０８９０８ ＋＋＋＋９２９２９２９２．．．．１１１１％％％％



５５５５．．．．財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化にににに向向向向けたけたけたけた主主主主なななな取取取取りりりり組組組組みみみみ５５５５．．．．財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化にににに向向向向けたけたけたけた主主主主なななな取取取取りりりり組組組組みみみみ

９９９９

・定数削減計画 △１８０人（H21～H23 ）の実行

【Ｈ２２ △７６人】（一般行政部門（公社・事業団含む）△７１人、水道部門 △５人）

・自主的な給与抑制措置の継続

給与抑制率 知事△10%、副知事△５％、部長・次長級△４％、課長級△３％、

主幹・小規模所長級△１．５％、課長補佐～主事級△１．２％

○人件費の抑制

○事業総点検による見直しの徹底

・各種団体への運営補助金の見直し

事業補助金化など、施策効果がより発揮できる手法に見直し

・その他予算編成過程における見直し【Ｈ22 見直し効果額 １，５７８百万円】

事業廃止 ７４事業 「県民電子会議室」運営、南和労働会館管理運営、

小売商業高度化資金貸付金 など

事業縮小・見直し ８８事業 大会補助金の一斉見直し、全庁ネットワーク整備 など

H20  １９７事業

（160百万円）

H21 ２７事業

（32百万円）

【団体運営補助】

○県有資産の有効活用

・県施設の北部地域再配置計画に基づく拠点施設等の整備

①旧片桐高校

対象機関 土地開発公社、住宅供給公社、道路公社、自動車税第１課（奈良市）

郡山土木、郡山保健所、北部農林振興事務所農業普及課（大和郡山市）

北部農林振興事務所、北部農林振興事務所土地改良課（天理市）

②法蓮庁舎

対象機関 奈良県税、人事委員会、労働委員会、水道局、ＪＲ連立事務所（奈良市）

・県有資産の売却 【H22 売却収入 ２２０百万円】

H22 ７事業

（18百万円）



１０１０１０１０

○使用料・手数料などの確保

・公正な受益者負担の観点から見直しを実施 【Ｈ２２効果額 ２９百万円】

◆授業料

奈良県立大学の授業料について、減免制度を創設

◆使用料

産業会館使用料の新設 【歳入予算額 ２６百万円】

都市公園使用料の見直し 【効 果 額 ２百万円】 など

◆手数料

飼い犬又は飼いねこの引取り手数料の新設 【歳入予算額 １百万円】 など

○県税の徴収強化

・個人住民税の徴収強化

滞納整理室の運営、県税務職員の市町村常駐派遣、直接徴収の実施

・公売の推進

インターネット公売の実施、市町村との合同公売の実施

・県税収納手段の拡大

コンビニ収納、クレジットカード収納、マルチペイメント収納の実施

・市町村税･県税の一斉滞納整理強化期間の実施

○未収金対策の強化

・民間の債権回収業者等への回収事務の委託

県立病院の診療収入等

県営住宅使用料（退去者の滞納家賃）

高校奨学金

母子寡婦福祉資金貸付金 など

・口座振替の導入等納付しやすい環境の整備

高校奨学金等

○資金調達の多様化

・安定的で透明性の高い資金調達を図るため、全国型市場公募地方債を発行

【Ｈ２２ 発行予定額 ２００億円（うち共同発行分１００億円）】



６．収支均衡策６．収支均衡策

収支不足額収支不足額収支不足額収支不足額はははは４８４８４８４８億円億円億円億円（（（（２１２１２１２１年度年度年度年度：：：：１４６１４６１４６１４６億円億円億円億円、、、、９８９８９８９８億円億円億円億円のののの減減減減））））

・・・・特例的特例的特例的特例的なななな県債県債県債県債のののの発行発行発行発行によりによりによりにより収支不足収支不足収支不足収支不足をををを調整調整調整調整

・・・・今後今後今後今後のののの財政負担財政負担財政負担財政負担のののの増加増加増加増加にににに対応対応対応対応するためするためするためするため、、、、財政調整基金財政調整基金財政調整基金財政調整基金・・・・

県債管理基金県債管理基金県債管理基金県債管理基金のののの取取取取りりりり崩崩崩崩しをしをしをしを回避回避回避回避

・特別会計繰越金の活用 － （H21 １５ 億円）

・特定目的基金の活用 － （H21 ３３ 億円）

１１１１1（※県債残高、基金残高の推移については、計数資料参照）

・ 財源対策債（調整分） ８億円 （H21 １０億円）

・ 地方道路整備臨時貸付金 ８億円 （H21 １２億円）

・ 退職手当債 ３２億円 （H21 ７６億円）

特例的特例的特例的特例的なななな県債県債県債県債のののの発行発行発行発行 ４８４８４８４８億円億円億円億円 （H21 ９８億円）

基金基金基金基金のののの取取取取りりりり崩崩崩崩しししし等等等等 －－－－ （H21 ４８億円）

【２２年度末基金残高の見込み】

財政調整基金 ８７億円 （H21 ８６億円）

県債管理基金 ２９７億円 （H21 ２９１億円）

（ 合 計 ） ３８４億円 （H21 ３７７億円）



１２１２１２１２

【参 考】

今後の財政収支見通し（平成２２年度当初予算案をベースに試算）（単位：億円）歳入（財調・県債基金繰入は含まず） Ａ 4,474 4,605 4,563 4,539 4,542 4,496県税・地方消費税清算金・地方譲与税 1,471 1,351 1,349 1,365 1,362 1,360地方交付税 1,277 1,338 1,335 1,337 1,337 1,359県債 778 863 894 916 934 883その他の歳入 948 1,053 985 921 909 894歳出 Ｂ 4,620 4,653 4,697 4,682 4,802 4,753人件費 1,709 1,672 1,690 1,702 1,702 1,710公債費 742 749 788 835 907 933投資的経費 707 676 745 711 721 603その他の歳出 1,462 1,556 1,474 1,434 1,472 1,507Ｃ＝Ａ-Ｂ ▲146▲146▲146▲146 ▲48▲48▲48▲48 ▲134▲134▲134▲134 ▲143▲143▲143▲143 ▲260▲260▲260▲260 ▲257▲257▲257▲257Ｄ 146146146146 48484848 50505050 50505050 50505050 50505050収支差引収支差引収支差引収支差引 Ｃ＋Ｄ 0000 0000 ▲84▲84▲84▲84 ▲93▲93▲93▲93 ▲210▲210▲210▲210 ▲207▲207▲207▲207県債残高 ａ 10,255 10,607 10,972 11,331 11,667 11,994うち、交付税で措置される額 ｂ 5,559 6,048 6,481 6,952 7,361 7,819うち、交付税措置以外の額 ａ－ｂ 4,696 4,559 4,491 4,379 4,306 4,175交付税措置の割合 ｂ／ａ×１００ 54.2% 57.0% 59.1% 61.4% 63.1% 65.2%
 【 【 【 【２３２３２３２３年度以降年度以降年度以降年度以降のののの試算方法試算方法試算方法試算方法】】】】

２２年度 ２３年度

［歳入］　　・県税、地方消費税清算金　　　　　　　　　　　　H22.1.22 閣議決定｢平成22年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度｣のH22名目                        経済成長率を参考に試算　　・地方交付税　　　  地方財政計画（総務省）を参考に試算　　・県債　　　　　    臨時財政対策債は、H23以降はH22予算案と同額(600億円)で推移。　　　　　　　　　　    その他は歳出連動　　・その他の歳入　    一般財源は22年度同額（可能なものは個別積算）、特定財源は歳出連動［歳出］　　・人件費（給与費）　給与費は条例本則に基づき試算　　　　　　　　　　　　職員定数は、定数削減計画（Ｈ２１～Ｈ２３　△１５６人（一般会計））を達成　　　　　　　　　　　　退職手当は過去の勧奨退職者数等を勘案して推計　　・公債費　　　　　　既発債の公債費に今後の県債発行に伴う公債費を加算　　・投資的経費　　　　公共事業は、H23以降△３％、その他は22年度同額（可能なものは個別積算）　　・その他の歳出　　　可能なものは個別積算（社会保障関係経費は平成18年５月厚労省発表の社会保障の　　　　　　　　　　　　給付と負担の見通しを参考に推計）、その他は22年度同額　(※１)　Ｄ欄のＨ２３以降については、退職手当債等の特例的な県債をＨ２２と同程度発行できると仮定

２６年度

財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化へのへのへのへの取取取取りりりり組組組組みみみみ及及及及びびびび退職手当債等退職手当債等退職手当債等退職手当債等のののの発行発行発行発行（（（（※※※※１１１１））））

２１年度区　　分 ２４年度 ２５年度

※収支不足が生じた場合は、財政調整基金・県債管理基金（Ｈ２２末残高見込　 み：３８４億円）の取り崩しが必要。

基金の取り崩しに頼らない持続可能な財政運営を行うためには、引き続き財政

健全化の取組を強化・徹底していくことが必要。



総務部 財政課

TEL 0742-22-5704

FAX 0742-23-6895


